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外国人労働者雇用に関する法令・基準（例）

グローバルスタンダード
（国際基準）

条約・二国間協定

日本政府による方針・
ガイドライン

日本の法令

• 入管法
• 技能実習法
• 労働基準法
• 労働安全衛生法

など

• 技能実習運用要領
• 特定技能運用要領
• 外国人労働者雇用

管理指針
• サプライチェーン

人権尊重ガイドラ
イン

など

• 国際人権章典
• ILO条約（強制

労働廃止、差別
の撤廃など）

• 移住労働者権
利条約

• 技能実習協力
覚書

• 特定技能協力
覚書

など

送出国の法令

• ベトナム：労働者海外派遣法
• フィリピン：移住労働法

など

欧米の法令
• 英国・豪州：現代奴隷法
• ドイツ：サプライチェーンDD法
• 米国：関税法（強制労働関連商品の

排除）
など

＜国連・国際機関＞
• 国連ビジネスと人権に関する

指導原則
• グローバル・コンパクト10原則
• OECD多国籍企業行動指針
• ILO 公正な人材募集・斡旋一

般原則・実務指針

＜業界団体等＞
• レスポンシブル・ビジネス・アラ

イアンス（RBA）行動規範
• 責任ある移住労働者の募集及

び雇用のための原則
など

＜認証＞
• B Corp認証
• ISO45001
• SA8000
• 認証ラベル（フェアトレー

ド、FSC、GGAP など）

＜サステナビリティ評価＞
• EcoVadis         
• DJSI
• FTSE など

• コンシューマー・グッズ・フォーラム技
能実習生・特定技能雇用ガイドライン

• 日本繊維産業連盟責任ある企業行動
ガイドライン

など
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グローバルスタンダード：条約

ILO中核的労働基準（5分野10条約）

https://www.ilo.org/tokyo/about-ilo/WCMS_246572/lang--ja/index.htm

国際人権章典

 世界人権宣言
「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、
かつ、尊厳と権利とについて平等である」

 経済的、社会的、文化的権利に関する国
際規約

• 社会保障を受ける権利
• 働く権利
• 労働組合を組織し、参加する権利 など

 市民的、政治的権利に関する国際規約
• 生存、自由に対する権利
• 奴隷および苦役からの自由
• 移動の自由、財産を所有する権利 など

 市民的、政治的権利に関する国際規約へ
の第一選択議定書

 市民的、政治的権利に関する国際規約へ
の第二選択議定書

https://www.unic.or.jp/activities/humanrights/document/bill_of_rights/

国連ビジネスと人権に関する指導原則
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グローバルスタンダード：指導原則

国連ビジネスと人権に関する指導原則

11．企業は人権を尊重すべきである。これは、企業が他者の人権を侵害することを回避し、関与する人
権への負の影響に対処すべきことを意味する。

解説
人権を尊重する責任は、事業を行う地域にかかわらず、すべての企業に期待されるグローバル行動基準
である。・・・

14．人権を尊重する企業の責任は、その規模、業種、事業状況、所有形態及び組織構造に関わらず、すべ
ての企業に適用される。しかしながら、企業がその責任を果たすためにとる手段の規模や複雑さは、こ
れらの要素及び企業による人権への負の影響の深刻さに伴い、様々に変わりうる。

解説
企業が人権を尊重する責任を果たす手段は、とりわけその規模に比例する。中小企業は、大企業に比べる
と、余力が少なく、略式のプロセスや経営構造をとっているため、その方針及びプロセスは異なる形を取
りうる。しかしながら、中小企業のなかにも人権に対し重大な影響を及ぼすものがあり、その規模に関係
なくそれに見合った措置を求められる。

状況の問題

解説
・・・どのように対応することが最善であるかを判断する際、企業内の専門知識や部門横断的な協議を活
用するだけでなく、政府、市民社会、国内人権機関及び関連するマルチステークホルダー・イニシアティブ
などの外部の信頼できる独立した立場の専門家と協議することがしばしば薦められる。

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/
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グローバルスタンダードの企業への適用

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/housin.html

ビジネスと人権に関する指導原則の要素を含む

人権に関する注釈

5. ・・・例えば，特別の注意を必要とする
特定の集団又は人口に属する個人の人
権へ悪影響を及ぼし得る場合には，企業
はそれらの個人の人権を尊重すべきで
ある。この関係で，国連文書は，先住民，
国民的又は民族的，宗教的及び言語的少
数派に属する人々，女性，児童，障害者，
移住労働者及びその家族に関する権利
を更に詳細に記述している。

RBA EcoVadis

人権デューデ
リジェンス
ガイダンス

産業別ガイダ
ンス（衣類・履
物、農業・紛争
鉱物など）

自己審査
アンケー
ト

評価結果

行動規範

セルフア
セスメン
ト・監査

国別行動計画

英国現代奴隷法

ドイツ
サプライチェー
ンデューデリ
ジェンス法

日本
サプライチェーン

人権尊重
ガイドラインスコアの

公表

OECD多国籍企業行動指針 RBA EcoVadis 国別行動計画
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国際規格・認証へ

FSC

紙や木質製品の森林管理認証で、労
働者の権利に関する基準も含む

認証ラベルの例企業の取り組みに対する認証の例

B Corp認証

環境・労働など企業の取り組み
を評価

ISO 45001

労働安全衛生マネジメントシス
テムの国際規格

SA8000

労働者の権利、職場環境、及び
効果的なマネジメントシステム
に関する国際規格

国際フェアトレード認証

農産物やゴールド、スポーツボール
などの公平・公正な貿易に関する認
証で、強制労働に関する基準も含む

グローバルGAP

農産物のサステナビリティ認証で、労
働安全の基準も含む

グローバルスタンダードの要素を含む
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企業が認証を取得する背景

外部からの要請

顧客・投資家からの要請
市民社会・権利保持者から

の要請

企業の価値向上

ブランドイメージ向上
人材確保

競争力の強化

 プレスリリースやホームページに掲載

 千住金属工業松山工場：RBA監査にてゴールド・ステータスを取得
https://www.senju.com/ja/news/newsrelease/award/rba.php

 東邦チタニウム：RBA監査にてプラチナ認証、EcoVadisにてゴールド評価
https://www.toho-titanium.co.jp/csr/external-evaluation/

 エコリング「Bコーポレーション」の認証を取得
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000081295.html
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ご清聴ありがとうございました
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